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Abstract
  This study aimed to investigate the status of end-of-life care performed by nursing and care-giving staff in a nursing 
care home, and to clarify the issues with each profession that need to be solved in caring for end-of-life patients.
  Survey method: We conducted a self-administered survey with 400 nurses and 660 caregivers who were working at 
200 nation-wide nursing care homes. The survey questions were based on the 33 items in the 8 practical areas of the 
end-of-life nursing care guidelines stipulated by the Health, Labour and Welfare Ministry.
  According to the results of the analysis, nurses showed significantly higher achievements than caregivers in five of the 
items. Caregivers showed lower achievements in the items where judgments or techniques that are based on medical 
knowledge were required. Furthermore, although there were no significant differences, both of the groups showed low 
achievements in the item “bereavement care for the family”.
  In addition to the education and training for both professions, the establishment and implementation of bereavement 
care protocols, as well as the development of a new work system that enables such protocols will be necessary in each 
facility. Furthermore, implementation of bereavement care for family members should be additionally included in the 
planning of requirements for end-of-life nursing care; thus, a review of the social system is also required.
要　　旨
　本研究の目的は、介護老人福祉施設における看護・介護職の看取りケアの達成状況を把握し、各職種における看取り
ケアに関する解決すべき課題を明らかすることである。調査方法は、全国 200 ヶ所の介護老人福祉施設に勤務する看護
職 400 名、介護職 600 名を対象に、自記式質問紙によりアンケート調査を行った。調査内容は、厚生労働省看取り介護
ガイドラインの看取り介護の実践 8 領域の 33 項目とした。分析結果は、看護職は 5 項目において介護職より達成状況が
有意に高かった。介護職は、医学知識による判断や技術を要する項目で達成状況が低かった。また、有意差はなかった
が両職種とも達成状況が低かった項目が「家族へのグリーフケア」であり、両職種への教育・研修に加え、施設毎のグリー
フケア方法の確立や実施可能とする勤務体系の構築、看取り介護加算の算定要件において家族へのグリーフケアの実施
を含める等、社会制度の見直しも求められる。
Nursing Journal of Mukogawa Women’s University Vol.01 / 2016　37
介護老人福祉施設における看護・介護職の看取りケアの実態調査
年齢、職種、経験年数、現施設での勤務年数）、2．施
設の概要（看取り加算算定の有無、開設年代）3．看
取りについて 1）職業上での看取り経験の有無 2）H18
年度厚生労働省看取り介護ガイドライン（三菱総合研
究所，2007a）の看取り介護の実践 8 領域の 33 項目に
ついて（表 3 参照）調査を行った。このガイドライン
は、H18 年度厚生労働省老人保険事業推進費等補助
金により、株式会社　三井総合研究所が作成したもの
で、特別養護老人ホームにおける看取り介護を実践す
るために必要な看取り介護のあり方を提案したもので
ある。そのガイドラインの項目について①経験の有無
②達成状況（3 段階評価）についてそれぞれ調査を行っ
た。達成状況を 3 段階評価としたのは、厚生労働省か
ら発令された「看護師教育の技術項目の卒業時の到達
度」4 項目を参考に、「学内演習で実施できる」を除い
た 3 段階評価とした。回答に要する時間は 15 分程度
とし、回答者の負担にならないように考慮した。介護
老人福祉施設の施設長に研究協力依頼書と看護・介護
職用依頼書の質問票および返信用封筒を郵送し、施設
長に対象者の選定を依頼した。
3．分析方法
　項目ごとに単純集計を行った。また、職種による看
取りケアの達成状況の差を明らかにするために、看取
りケアの達成状況についてそれぞれ看護職と介護職の
2 群に分け、Mann-Whitney の検定を実施した。統計
学的有意水準は 5％とした。なお、分析ソフトは SPSS 
ver.22 を用いた。
Ⅴ 倫理的配慮
　郵送した本研究のアンケートに、倫理的配慮に関し
てアンケートへの回答は本人の自由意思によること、
学会発表などでのプライバシーの保護、アンケートの
返信をもって本研究への同意とすることなどを記載し
た文書を同封した。なお、本調査は、対象者の上司で
ある施設長を通して調査依頼を行うため、強制力、処
遇に影響を及ぼさないよう、質問紙は無記名自記式で、
直接研究代表者へ返送することとし、施設長がどの職
員が調査に協力をしたのかわからないよう配慮した。
なお、本研究は順天堂大学保健看護学部倫理審査委員
会の承認を得て実施した（平成 26 年 9 月 17 日，承認
番号 26008）。
Ⅵ 結　　果
　全国 200 ヶ所の老人福祉施設に勤務する看護職 400
名、介護職 600 名の計 1000 名に調査を依頼し、看護
職 60 名（回収率 15％）介護職 99 名（回収率 16.5％）
から回答を得た。そのうち、複数回答をしているもの
2 部（看護職 1 名、介護職 1 名）、個人特性が全て未記
入だったもの 1 部（介護職 1 名）を除いた 156 名を分
析対象とした。
1．対象者の属性
　分析対象者は、看護職 59 名（有効回収率 14.7％）、
介護職 97 名（有効回収率 16.1％）であった。看護職は
女性が 53 名（89.8％）、介護職は女性が 69 名（71.1％）
であった。年齢構成は、看護職は 40 歳代 19 名（49.2％）、
介護職は 30 歳代 36 名（37.1％）が最も多かった。現
在の職場での勤務年数は、10 年以上が両職種ともに最
も多く、看護職 22 名（37.9％）、介護職 34 名（35.4％）
であった。資格取得からの経験年数は、看護職は 20
年以上 30 年未満が 19 名（32.8％）、介護職は 10 年以
上 20 年未満が 40 名（41.2％）と最も多かった（表 1）。
2．看取り経験について
　看取り経験のある者は、看護職は 54 名（91.5％）、
介護職は 78 名（80.4％）であった。そのうち看取りの
回数については、看護職が「10 回以上」が 33 名（55.9％）、
介護職が「5 回以上 10 回未満」が 27 名（27.8％）と最
も多かった（表 2）。
Ⅰ 緒　　言
　平成 18 年度介護報酬等の改正において、入所者の
重度化に伴う医療ニーズの増大等に対応する観点から
介護保険施設に「看取り介護加算」が創設され（厚生
労働省，2013a）、高齢者の終の棲家としての期待が一
層高まっている。特に、介護保険施設の中でも介護老
人福祉施設は、介護保険法の改正に伴い平成 27 年 4
月より、原則として、施設への入所基準が要介護 3 以
上の利用者が対象となり、介護度分布はますます重度
化することが予測される。また、介護老人福祉施設の
入所者の平均在所期間は、約 4 年と長期化し、そのうち、
死亡退所者が 6 割を占め（厚生労働省，2013b）、他の
介護保険施設（介護老人保健施設、介護療養型医療施
設）に比べ介護老人福祉施設での終末期ケアはスタッ
フにとって身近であるといえる。
　そのような中、看取り介護加算に関する報酬改定が
平成 27 年度に実施され、介護福祉施設サービス等に
おける看取り介護の質の向上のため、施設における看
取り介護の体制構築・強化を PDCA サイクルにより推
進することが追加された（全国老人福祉施設協議会，
2015a）。その内容は、看護職と介護職等の連携や看取
りに関する職員研修など体制の整備、実施した看取り
介護の振り返り等が含まれ（全国老人福祉施設協議会，
2015b）、介護老人福祉施設における看取りケアへの取
り組みの充実は、喫緊の課題である。
　我が国における介護保険施設に関する先行研究にお
いて、終末期にある高齢者の対象特性を考慮すると、
医学的知識をベースにもつ看護職の果たす役割は大き
いとされるが、看護職の絶対数が少ないことや、現施
設での経験年数が浅いことが終末期のケア取り組みに
少なからず影響を及ぼしていることが明らかになって
いる（流石他 ,2006）。また、介護老人福祉施設におい
てよりよい終末期ケアを実施するためには、各職種の
専門性を発揮する必要があるが、職種により終末期ケ
アにおける課題があり、特に介護職は死に逝く人への
ケア経験が乏しく看取ることへの不安が多いこと（平
木・百瀬，2010）、看護職・介護職各々が人生の終末
や死の看取りのケアの知識・研修をもつことが課題と
されていた（林他，2004）。
　全国老人福祉協議会が作成した看取り介護指針・説
明支援ツール（全国老人福祉施設協議会，2015c）に
は、特養における看取り介護にかかわるすべての人が
連携・協働し、看取りの質向上を進める手引きとして、
看取り介護の流れや職員研修の内容等が記されてい
る。しかし、先行研究より、職種により看取りケアを
実施するには課題があり、職種にあったより具体的な
ケアの教育を行うことが必要であると考えた。
　そこで、本研究では全国の介護老人福祉施設で働く
看護・介護職を対象とし、看取りケアの達成状況の現
状と課題について明らかにする。その結果を検討する
ことで、職種にあった看取りケアの教育内容を検討す
ることができ、質の高い看取りケアの実施につながる
と考え、研究の着想に至った。
Ⅱ 用語の定義
　この研究では次のように用語を定義した。
　看取りケア：期間を決めることなく、施設内で行わ
れる看取りにむけての日常生活援助から死を迎える入
所者及び家族への支援といったケア実践と、看取り後
のケア（遺族のグリーフケア、実施した看取り介護の
職員間で振り返り）とした。また、看取りケアの中に、
職場環境の整備や教育・研修の実施といった管理運営
も含めることとした。
Ⅲ 目　　的
　介護老人福祉施設における看護・介護職の看取りケア
の達成状況を把握し、両職種における看取りケアの課題
を明らかする。また、今後、介護老人福祉施設で働く看
護・介護職が質の高い看取りケアを実施するためにはど
のような教育や研修、施設の体制が必要であるかその具
体的内容を検討する基礎資料を得ることである。
Ⅳ 方　　法
1．調査対象者
　全国 200 ヶ所の介護老人福祉施設に常勤で勤務する
看護職 400 名、介護職 600 名の計 1000 名とした。職
種により調査対象数を変えた理由として、介護老人福
祉施設の人員基準では、入所者 100 名に対して常勤加
算で看護職は 3 名のみのため、各施設、看護職は 2 名、
介護職は 3 名を調査対象とした。また、勤務年数が看
取りに関する意識に影響すると考え、看護職 2 名は①
施設での勤務年数が比較的長期の者②短期の者とし
た。介護職員 3 名は①施設での勤務年数が比較的長期
の者②短期の者③中間の勤務年数の者とした。
　調査対象者の選定方法は、地域性による偏りをでき
るだけ避けるため、WAMNET（独立行政法人福祉医
療機構、2014，10 月 8 日収集）のデータベースより各
都道府県 4 ～ 5 施設の計 200 施設を層化無作為抽出法
により抽出した。
2．調査方法
　平成 26 年 11 月 1 日～ 12 月 1 日までに、無記名の
自記式質問紙（以下アンケート）による郵送調査を実
施した。主な調査項目は、1．回答者の属性（性別、
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 カテゴリー
性別 女性 53 （89.8） 69 （71.1）
男性 6 （10.2） 28 （28.9）
年齢 10代 0 2 （2.1）
20代 2 （3.4） 18 （18.6）
30代 5 （8.5） 36 （37.1）
40代 29 （49.2） 21 （21.6）
50代 15 （25.4） 20 （20.6）
60代以上 8 （13.6） 0
勤務年数 1年未満 7 (12.1) 4 (4.2)
1年以上3年未満 9 (13.8) 11 (11.5)
3年以上6年未満 15 (25.9) 26 (26.1)
6年以上10年未満 5 (8.6) 21 (21.9)
10年以上 22 (37.9) 34 (35.4)
無回答 1 (1.7) 1 (1.0)
経験年数 1年未満 0 6 (6.2)
1年以上5年未満 0 20 (20.6)
5年以上10年未満 8 (12.5) 21 (23.1)
10年以上20年未満 16 (27.1) 40 (41.2)
20年以上30年未満 19 (32.8) 4 (4.1)
30年以上 15 (25.9) 0
無回答 1 (1.7) 4 (4.8)
　　　　　　　　　表１　対象者の属性　                 n（％）
看護職 n=59 介護職 n=97 
項目 カテゴリー
看取り経験 あり 54 (91.5) 78 (80.4)
なし 4 (6.8) 19 (19.6)
無回答 1 (1.7) 0
看取り回数 1回 1 (1.7) 5 (5.2)
2回から4回未満 10 (16.9) 21 (21.6)
5回から10回未満 10 (16.9) 27 (27.8)
10回以上 33 (55.9) 25 (25.8)
無回答 5 (8.5) 19 (19.6)
看護職 n=59
　　　　　　　　表２　看取り経験と回数　　　n（％）
介護職 n=97 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 カテゴリー
性別 女性 53 （89.8） 69 （71.1）
男性 6 （10.2） 28 （28.9）
年齢 10代 0 2 （2.1）
20代 2 （3.4） 18 （18.6）
30代 5 （8.5） 36 （37.1）
40代 29 （49.2） 21 （21.6）
50代 15 （25.4） 20 （20.6）
60代以上 8 （13.6） 0
勤務年数 1年未満 7 (12.1) 4 (4.2)
1年以上3年未満 9 (13.8) 11 (11.5)
3年以上6年未満 15 (25.9) 26 (26.1)
6年以上10年未満 5 (8.6) 21 (21.9)
10年以上 22 (37.9) 34 (35.4)
無回答 1 (1.7) 1 (1.0)
経験年数 1年未満 0 6 (6.2)
1年以上5年未満 0 20 (20.6)
5年以上10年未満 8 (12.5) 21 (23.1)
10年以上20年未満 16 (27.1) 40 (41.2)
20年以上30年未満 19 (32.8) 4 (4.1)
30年以上 15 (25.9) 0
無 答 1 (1.7) 4 (4.8)
　　　　　　　　　表１　対象者の属性　                 n（％）
看護職 n=59 介護職 n=97 
項目 カテゴリー
看取り経験 あり 54 (91.5) 78 (80.4)
なし 4 (6.8) 19 (19.6)
無回答 1 (1.7) 0
看取り回数 1回 1 (1.7) 5 (5.2)
2回から4回未満 10 (16.9) 21 (21.6)
5回から10回未満 10 (16.9) 27 (27.8)
10回以上 33 (55.9) 25 (25.8)
無回答 5 (8.5) 19 (19.6)
看護職 n=59
　　　　　　　　表２　看取り経験と回数　　　n（％）
介護職 n=97 
38　武庫川女子大学看護学ジャーナル Nursing Journal of Mukogawa Women’s University Vol.01 / 2016　39
介護老人福祉施設における看護・介護職の看取りケアの実態調査
　看取り経験の 33 項目中、看護職は「環境整備：花
を飾る」28 名（56.0％）と最も経験しているものが少
なかった。次いで、「排泄：腹部マッサージ」「排泄：
排泄しやすい体位の工夫」どちらも 32 名（64.0％）、「死
後への対応：家族へのグリーフケア」33 名（64.7％）、「疼
痛緩和：温湿布」が 34 名（65.4％）と少なかった。
　介護職は看取り経験の 33 項目中、「疼痛緩和：温湿布」
が 26 名（40.6％）と最も経験しているものが少なかっ
た。次いで、「排泄：腹部マッサージ」が 38 名（57.6％）、
「排泄：排泄しやすい体位の工夫」が 40 名（58.8％）、「環
境整備：花を飾る」44 名（62.0％）、「疼痛緩和：マッサー
ジ」が 45 名（64.3％）、「死後への対応：家族へのグリー
フケア」47 名（64.4％）、「観察・処置：酸素吸入」47
名（65.3％）であった。
3．看取りケアの達成状況における
 職種間の比較
　看取りケアの達成状況について、看取り経験有と回
答した看護職 54 名、介護職 78 名を対象に分析を行っ
た。各項目それぞれ無回答の者を除いた、看護職と介
護職の看取りケアの達成状況における差を表 3 に示す。
看護職は 5 項目において介護職より達成状況が有意に
高かった。有意差が認められた項目は「痛みの緩和：
マッサージ（ p ＜ .05）」「痛みの緩和：温湿布（ p ＜ .05）」
「観察・処置：痰の吸引（ p ＜ .05）」「観察・処置：酸
素吸入（ p ＜ .05）」「観察・処置：死後のケア（ p ＜ .001）」
であった。その他の項目については、看取りケアの達
成状況に職種間による有意差は認められなかった（表
3）。職種間の有意差はみられなかった項目の中で、【で
きない】と回答した者が多かった項目は、両職種とも
「死後の対応：家族へのグリーフケア」であり、看護
職 5 名（10.0％）、介護職 8 名（10.9％）であった。
Ⅶ 考　　察
1．介護老人福祉施設における介護職による
医療行為実施への課題 
　観察・処置領域の 8 項目中 3 項目において看護職と
介護職で達成状況に有意な差がみられた。看護職が有
意に達成状況で高かった項目のうち 2 項目の痰の吸引、
酸素吸入は医学知識による判断や技術を要するもの
で、身体介護と生活援助を行う介護職にとって達成状
況が低かったことは当然の結果であると言える。しか
し、平成 24 年 4 月から「社会福祉士及び介護福祉士法」
の一部改正に伴い、介護福祉士及び一定の研修を受け
た介護職員（ホームヘルパー等の介護職員等）におい
ては、一定の条件の下で、『たんの吸引』の行為が実
施できることとなった（厚生労働，2011a）。その条件
の中には、医療や看護との連携による安全確保が図ら
れていること等が含まれている（厚生労働，2011b）。
そのため、介護の場では、身体介護と生活援助に加え
て、医療行為の提供も含まれるようになってきている。
　看取り期（回復が望めない状態）においては、より
医療行為の実施を行う機会が多くなり、今後、介護職
による医療行為のニーズは益々高くなることが予測さ
れる。そのような中で、介護職による医療行為の安全
な実施に向けて、看護職の医学的知識に基づいたアセ
スメントの情報を介護職と共有できるような連携の確
保が求められる。そのためには、管理者が施設内で職
員間の連携が図れるよう、定期的なカンファレンスの
実施を行うなど、情報交換しやすい体制を整備するこ
とや、継続的に介護職が知識や技術を習得できるよう
な教育体制を整えていくことの必要性が示唆された。
2．介護老人福祉施設における苦痛緩和に
 むけた援助への課題
　痛みの緩和領域の 4 項目中 2 項目において看護職と
介護職で達成状況に有意差がみられた。看護職が有意
に達成状況で高かった項目は、マッサージと温湿布の
実施であった。柳原は、ターミナルケアの技術とは、
日常生活の世話そのものが大きな位置をしめ、その上
に、苦痛緩和のための若干の医療行為が加わると述べ
ている（柳原・柄澤，2003）。介護老人福祉施設にお
ける苦痛の緩和は、特別な医療行為が必要ではなく、
日常生活介護の延長としてのケアが求められる。また、
看取り介護ガイドラインによると、看取りの時期は身
体的な変化や衰弱に応じたケアが必要になるだけでな
く、心地よい環境や必要に応じた苦痛の緩和がより重
視される（三菱総合研究所，2007b）としている。
　今回の調査において、介護職の環境や精神的支援の
達成状況は高く、日常生活介護のケアの延長として苦
痛緩和のケアが実施できていた。しかし、介護職は、
呼吸困難や疼痛など苦痛を訴える利用者を前に不安を
感じ、医療行為を行うことが苦痛緩和につながると考え
ていることが示唆された。古田らの研究によると、介護
職が看護職に臨むこととして、「苦痛の緩和方法」があ
げられていた（古田・小野，2009a）。また、施設に臨
むことは、「緩和ケアの充実化」があげられ、痛み等の
苦痛がある利用者に対して緩和ケア優先であって欲し
いという介護職の意見があげられていた（古田・小野，
2009b）。今後、介護福祉施設で苦痛緩和を実施する課
題として、介護職は、精神的支援も緩和ケアの一つで
項目 項目
看護職 n=51 介護職 n=69 ｐ１） 看護職 n=49 介護職 n=74 ｐ
１）
1人でできる 28 （54.9） 38 （55.0） 1人でできる 42 （85.7） 63 （85.1）
他の人と一緒な
らできる 23 （45.1） 31 （45.0）
他の人と一緒な
らできる 7 （14.3） 11 （14.9）
できない 0 0 できない 0 0
看護職 n=52 介護職 n=75 看護職 n=51 介護職 n=72
1人でできる 49 （94.2） 73 （97.3） 1人でできる 49 （96.0） 56 （77.7）
他の人と一緒な
らできる 3 （5.8） 2 （2.7）
他の人と一緒な
らできる 2 （4.0） 13 （18.1）
できない 0 0 できない 0 3 （4.2）
看護職 n=50 介護職 n=75 看護職 n=51 介護職 n=72
1人でできる 47 （94.0） 72 （96.0） 1人でできる 49 （96.0） 57 （79.2）
他の人と一緒な
らできる 2 （4.0） 3 （4.0）
他の人と一緒な
らできる 2 （4.0） 11 （15.3）
できない 1 （2.0） 0 できない 0 4 （5.5）
看護職 n=50 介護職 n=73 看護職 n=52 介護職 n=76
1人でできる 46 （92.0） 70 （95.9） 1人でできる 51 （98.1） 70 （95.8）
他の人と一緒な
らできる 3 （6.0） 3 （4.1）
他の人と一緒な
らできる 1 （1.9） 3 （2.1）
できない 1 （2.0） 0 できない 0 3 （2.1）
看護職 n=51 介護職 n=75 看護職 n=51 介護職 n=75
1人でできる 50 （98.3） 70 （93.3） 1人でできる 50 （98.1） 75 （100）
他の人と一緒な
らできる 0 5 （6.7）
他の人と一緒な
らできる 1 （1.9） 0
できない 1 （1.7） 0 できない 0 0
看護職 n=50 介護職 n=74 看護職 n=51 介護職 n=76
1人でできる 38 （76.0） 60 （81.0） 1人でできる 51 （100.0） 70 （95.8）
他の人と一緒な
らできる 12 （24.0） 14 （19.0）
他の人と一緒な
らできる 0 3 （2.1）
できない 0 0 できない 0 3 （2.1）
看護職 n=51 介護職 n=75 看護職 n=51 介護職 n=74
1人でできる 51 （100） 72 （96.0） 1人でできる 51 （100.0） 73 （98.6）
他の人と一緒な
らできる 0 3 （4.0）
他の人と一緒な
らできる 0 1 （1.4）
できない 0 0 できない 0 0
看護職 n=50 介護職 n=74 看護職 n=50 介護職 n=75
1人でできる 48 （96.0） 65 （87.8） 1人でできる 49 （98.0） 74 （98.6）
他の人と一緒な
らできる 2 （4.0） 7 （9.5）
他の人と一緒な
らできる 1 （2.0） 1 （1.4）
できない 0 2 （2.7） できない 0 0
看護職 n=49 介護職 n=74 看護職 n=51 介護職 n=75
1人でできる 27 （55.1） 36 （48.6） 1人でできる 50 （98.0） 73 （97.3）
他の人と一緒な
らできる 21 （42.9） 37 （50.0）
他の人と一緒な
らできる 1 （2.0） 2 （2.7）
できない 1 （2.0） 1 （1.4） できない 0 0
看護職 n=50 介護職 n=73 看護職 n=51 介護職 n=75
1人でできる 30 （60.0） 53 （72.6） 1人でできる 50 （98.0） 73 （97.3）
他の人と一緒な
らできる 20 （40.0） 20 （27.4）
他の人と一緒な
らできる 1 （2.0） 2 （2.7）
できない 0 0 できない 0 0
看護職 n=52 介護職 n=73 看護職 n=51 介護職 n=73
1人でできる 42 （80.8） 61 （83.6） 1人でできる 49 （96.1） 66 （90.4）
他の人と一緒な
らできる 10 （19.2） 11 （15.1）
他の人と一緒な
らできる 2 （3.9） 7 （9.6）
できない 0 1 （1.3） できない 0 0
看護職 n=50 介護職 n=72 看護職 n=51 介護職 n=74
1人でできる 32 （64.0） 51 （70.8） 1人でできる 50 （98.0） 60 （81.1）
他の人と一緒な
らできる 18 （36.0） 21 （29.2）
他の人と一緒な
らできる 1 （2.0） 9 （12.2）
できない 0 0 できない 0 5 （6.7）
看護職 n=52 介護職 n=75 看護職 n=50 介護職 n=72
1人でできる 49 （94.2） 73 （98.6） 1人でできる 43 （86.0） 41 （56.9）
他の人と一緒な
らできる 3 （5.8） 2 （1.4）
他の人と一緒な
らできる 1 （2.0） 17 （23.6）
できない 0 0 できない 6 （12.0） 14 （19.5）
看護職 n=51 介護職 n=74 看護職 n=48 介護職 n=74
1人でできる 50 （98.0） 73 （98.6） 1人でできる 42 （87.5） 65 （87.8）
他の人と一緒な
らできる 1 （2.0） 1 （1.4）
他の人と一緒な
らできる 6 （12.5） 9 （12.2）
できない 0 0 できない 0 0
看護職 n=52 介護職 n=73 看護職 n=50 介護職 n=73
1人でできる 50 （96.2） 63 （86.3） 1人でできる 30 （60.0） 18 （24.7）
他の人と一緒な
らできる 1 （1.9） 9 （12.3）
他の人と一緒な
らできる 20 （40.0） 52 （71.2）
できない 1 （1.9） 1 （1.4） できない 0 3 （4.1）
看護職 n=52 介護職 n=72 看護職 n=50 介護職 n=74
1人でできる 40 （76.9） 52 （72.2） 1人でできる 19 （38.0） 26 （35.1）
他の人と一緒な
らできる 11 （21.2） 18 （25.0）
他の人と一緒な
らできる 26 （52.0） 40 （54.0）
できない 1 （1.9） 2 （2.8） できない 5 （10.0） 8 （10.9）
看護職 n=49 介護職 n=73
1人でできる 16 （32.7） 25 （34.2）
他の人と一緒な
らできる 33 （67.3） 47 （64.4）
できない 0 1 （1.4）
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あることを理解する必要があると考える。また、看護職
は、苦痛緩和に向け医学的立場から緩和ケアを実施す
ることに加え、介護職でも実施できる疼痛緩和のための
マッサージ方法を指導するなど、自然で安らかな終末期
を過ごせるよう、お互いの専門性を生かし、連携しなが
らケアを実施していくことの必要性が示唆された。
3．介護老人福祉施設でグリーフケアを実施
するための課題
　看取りケアの達成状況において職種間で差がなかっ
た項目の中で、【できない】比率が高かった項目が、
両職種とも「死後の対応：家族へのグリーフケア」で
あり、看護職 5 名（10.0％）、介護職 8 名（10.9％）で
あった。これは、両職種ともに「家族へのグリーフケア」
の実施が低いことを表している。横矢らの介護老人保
健施設の看護職を対象とした研究によると、家族への
グリーフケアは重要性が高く、実際に評価されている
一方で、ケアの実施頻度が低かったことが明らかにさ
れている（横矢・百瀬，2014）。その理由として、グリー
フケアの定義が曖昧なことや、施設におけるグリーフ
ケアの方法が確立されていないこと、介護保険のター
ミナル加算の算定要件にはかかわらないことなどがあ
げられている。この結果は、本研究の結果とも一致し、
これは、利用者の死亡退所後の家族ケアの難しさや死
直後のケアをもって施設での看取りケアを完結させて
いることが推察される。しかし、看取りケアとは、利
用者の死をもって終了ではなく、遺された家族がみず
からの介護経験を意味づけること、悲嘆を癒すことが
できる「グリーフケア」の実施までを含めなければな
らない。今後、介護老人福祉施設におけるグリーフケ
アの研修や施設毎のグリーフケア方法の確立、または
それを実施可能とする勤務体系の構築などが必要とい
える。これらを実施するには、管理者の役割が大きく、
看護職・介護職だけではなく施設の管理者の理解と調
整が必要である。また、看取り介護加算の算定要件に
おいて家族へのグリーフケアの実施を含める等、社会
制度の見直しも求められる。
Ⅶ 結　　論
　介護老人福祉施設における看護・介護職の看取りケ
アの達成状況を把握し、両職種における看取りケアの
課題を明らかし、今後、介護老人福祉施設で働く看護・
介護職が質の高い看取りケアを実施するためにはどの
ような教育や研修、施設の体制が必要であるかその具
体的内容を検討することを目的に調査をした結果、以
下の結論を得た。
　看取りケアの経験は両職種ともほとんどの項目で経
験をしていた。達成状況においては、33 項目中 5 項目
において看護職は介護職より達成状況が有意に高かっ
た。達成状況に差があったケア内容は、医学知識によ
る判断や技術を要するものであり、当然の結果である
といえる。これらの結果より、介護老人福祉施設にお
いて看取りケアを実施するためには、看護職、介護職
それぞれの専門性を生かしながら連携を図り、協働し
ていくことが大切であることが示唆された。逆に、職
種間における達成状況では差が見られず、両職種共に
達成状況が低かった「死後の対応：家族のグリーフケ
ア」においては、両職種への教育・研修に加え、施設
毎のグリーフケア方法の確立や実施可能とする勤務体
系の構築、看取り介護加算の算定要件において家族へ
のグリーフケアの実施を含める等、社会制度の見直し
も求められる。
Ⅷ 本研究における限界と今後の課題
　本研究の限界としては、一つ目に対象者の選定方法
によるバイアスが考えられる。今回、対象者の選定を
施設長に依頼したため、施設長が看取りケアをより実
施しているスタッフを選定した可能性も考えられるた
め、看取りケアの実施内容の結果に偏りが生じた可能
性がある。また二つ目の限界としては、アンケートの
回収率が低率であったことから、全国の介護老人福祉
施設の看取りケアの達成状況を反映しているとは言い
難い。しかし、全国の介護老人福祉施設に従事する看
護・介護職を対象として研究を実施したことは、全国
的な傾向を知るための基礎データとしての活用が可能
であると考える。今後は、看護・介護職の看取りケア
についての考えや思い、必要な研修等についての自由
記載を質的に分析し、より具体的な教育や研修内容に
ついて明らかにしていくことが必要である。
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